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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第103期

第２四半期連結
累計期間

第104期
第２四半期連結
累計期間

第103期
第２四半期連結
会計期間

第104期
第２四半期連結
会計期間

第103期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 33,736 30,441 23,056 18,032 105,968

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △2,632 44 △568 615 1,404

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △1,660 △132 △61 326 417

純資産額 (百万円) ― ― 13,268 15,438 15,550

総資産額 (百万円) ― ― 69,989 66,375 72,966

１株当たり純資産額 (円) ― ― 270.77 313.77 318.01

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は
１株当たり四半期純損
失金額(△)

(円) △34.35 △2.74 △1.27 6.72 8.62

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 18.7 23.0 21.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,493 5,051 ― ― 3,384

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 767 △428 ― ― 339

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,174 △1,730 ― ― △3,501

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 10,411 10,439 7,546

従業員数 (名) ― ― 1,514 1,511 1,495

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　２　第103期第２四半期連結累計(会計)期間及び第104期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　３　第103期及び第104期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,511(493)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員の数は(　)内に当四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,011(453)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員の数は(　)内に当四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称
前第２四半期連結会計期間
（自平成20年７月１日
　  至平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自平成21年７月１日
　  至平成21年９月30日）

製造販売・環境事業等

乳剤
（t）

合材
（t）

砕石
（㎥）

乳剤
（t）

合材
（t）

砕石
（㎥）

25,394407,623350,20030,373317,078118,595

(注) １　建設事業では生産実績を定義することが困難であるため、記載しておりません。

２　生産実績には、各連結会社内での使用数量を含んでおります。

　

(2) 受注実績

　

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自平成20年７月１日
　  至平成20年９月30日）

（百万円）

当第２四半期連結会計期間
（自平成21年７月１日
　  至平成21年９月30日）

（百万円）

建設事業 17,243 17,214

製造販売・環境事業等 8,498 7,586

合計 25,742 24,800

　

(3) 売上実績

　

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自平成20年７月１日
　  至平成20年９月30日）

（百万円）

当第２四半期連結会計期間
（自平成21年７月１日
　  至平成21年９月30日）

（百万円）

建設事業 14,557 10,446

製造販売・環境事業等 8,498 7,586

合計 23,056 18,032

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。

　　前第２四半期連結会計期間　　該当する相手先はありません。

　　当第２四半期連結会計期間　　国土交通省　　　　　2,107百万円　　11.7％

　

(4) 売上にかかる季節的変動について

　　建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期

間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

①　受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 工事別
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
(百万円)

期末繰越
工事高
(百万円)

前第２四半期累計期間

自平成20年４月１日

至平成20年９月30日

舗装工事 21,572 25,998 47,570 12,811 34,758

土木工事 4,262 1,535 5,798 1,653 4,144

計 25,834 27,534 53,369 14,465 38,903

当第２四半期累計期間

自平成21年４月１日

至平成21年９月30日

舗装工事 19,419 20,465 39,885 11,603 28,281

土木工事 3,610 1,247 4,858 1,571 3,287

計 23,030 21,713 44,743 13,174 31,569

前事業年度

自平成20年４月１日

至平成21年３月31日

舗装工事 21,572 48,634 70,207 50,787 19,419

土木工事 4,262 3,661 7,923 4,313 3,610

計 25,834 52,296 78,131 55,100 23,030

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減

額を含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越工事高は(期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高)であります。

　

②　受注工事高

　

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

前第２四半期会計期間

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

舗装工事 6,222 7,045 13,267

土木工事 45 613 659

計 6,267 7,659 13,927

当第２四半期会計期間

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

舗装工事 5,009 6,837 11,846

土木工事 48 642 690

計 5,057 7,479 12,537

(注) 受注工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第２四半期会計期間　請負金１億円以上の主なもの

国土交通省 圏央道牛久稲敷地区舗装その４工事（茨城県）

国土交通省 鹿児島空港誘導路改良工事（鹿児島県）

中日本高速道路㈱ 第２東名高速道路掛川試験走路舗装工事(静岡県)

岡山県 公共岡山空港滑走路舗装改良工事（岡山県)

九鉄工業㈱ 九州新幹線久留米軌道敷設工事(福岡県)

当第２四半期会計期間　請負金１億円以上の主なもの

国土交通省 日沿道　神林舗装その４工事(新潟県)

西日本高速道路㈱ 中国自動車道神戸管内舗装補修工事(兵庫県)

川崎市役所 主要地方道東京大師横浜環境対策(低騒音)工事及び付帯工事

(神奈川県)

　

EDINET提出書類

東亜道路工業株式会社(E00066)

四半期報告書

 5/37



③　完成工事高

　

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

前第２四半期会計期間

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

舗装工事 4,553 5,950 10,503

土木工事 145 1,293 1,438

計 4,698 7,243 11,942

当第２四半期会計期間

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

舗装工事 2,585 4,519 7,105

土木工事 148 1,222 1,371

計 2,734 5,742 8,477

(注) １　完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第２四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

国土交通省 原久保道路舗装工事（青森県） 　

東日本高速道路㈱ 首都圏中央連絡自動車道鶴ヶ島舗装工事（埼玉県） 　

本州四国連絡高速道路㈱ 平成19年度神戸管内本線舗装補修工事（兵庫県） 　

東京都建設局 駒沢オリンピック公園園地改修工事その３（東京都） 　

鳥取県 布勢総合運動公園陸上競技場トラック改修工事（鳥取県） 　

当第２四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

国土交通省 坂下電線共同溝工事(東京都) 　
国土交通省 仙台空港ターミナル地区構内道路改良工事（宮城県) 　
東京都建設局 路面舗装工事(１の18・遮熱性舗装)(東京都） 　

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。

　　前第２四半期会計期間　　東日本高速道路㈱　　2,134百万円　　12.8％

　　当第２四半期会計期間　　該当する相手先はありません。

　
　

④　繰越工事高(平成21年９月30日現在)

　

区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

舗装工事 18,130 10,151 28,281

土木工事 1,287 2,000 3,287

計 19,417 12,151 31,569

繰越工事のうち主なものは、次のとおりであります。

国土交通省 大阪北道路上馬伏地区舗装工事（大阪府） 平成22年３月完成予定

防衛省 百里共用化(20)滑走路改修土木工事（茨城県） 平成21年12月完成予定

豊田市役所 柳川瀬公園スポーツ施設整備工事（愛知県） 平成23年２月完成予定

東日本高速道路㈱ 北海道横断道路占冠西舗装工事（北海道） 平成22年２月完成予定

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路掛川試験走路舗装工事（静岡県） 平成22年３月完成予定
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⑤　製造販売事業における生産販売実績

　

　

製品販売実績
売上高
計

(百万円)
アスファルト乳剤 アスファルト合材 商品等

(百万円)(t) (百万円) (t) (百万円)

前第２四半期会計期間

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

25,193 2,135 230,860 1,838 767 4,741

当第２四半期会計期間

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

28,170 2,223 219,358 1,877 800 4,902

(注) 　販売実績は外部顧客に対するものであり、売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国など海外経済の回復を背景に、一部に回復の兆

しは見られるものの、全般的には雇用環境の悪化は改善されず、今年度の設備投資計画は過去最大の落ち込

みになるなど、依然として厳しく、景気は先行きの不安感を払拭しきれなまま推移いたしました。また、当社

グループの主要事業であります道路建設業界におきましては、公共事業は依然として減少傾向にあり、民間

設備投資等も抑制傾向にある等、受注競争は一段と激化し、経営環境は依然として厳しい状況のもと推移い

たしました。

このような状況下におきまして、当社グループの当第２四半期連結会計期間における受注高は、建設材料

等の受注高の減少が影響し24,800百万円(前年同四半期連結会計期間比3.7％減少)となり、売上高は完成工

事高の減少により18,032百万円(前年同四半期連結会計期間比21.8％減少)となりました。

損益につきましては、営業利益は714百万円（前年同四半期連結会計期間、営業損失446百万円）、経常利

益は615百万円（前年同四半期連結会計期間、経常損失568百万円）、四半期純利益は326百万円（前年同四

半期連結会計期間、四半期純損失61百万円）となりました。

事業のセグメント別の業績は次のとおりであります。

①　建設事業

公共事業の減少が続くなか、官公庁工事の受注高の減少が主な要因により、受注高は17,214百万円（前

年同四半期連結会計期間比0.2％減少）となりました。完成工事高は10,446百万円（前年同四半期連結会

計期間比28.2％減少）となり、営業損失は30百万円（前年同四半期連結会計期間、営業損失164百万円）

となりました。

②　建設材料等の製造販売・環境事業等

公共事業減少の影響を受け、当第２四半期売上高は7,586百万円（前年同四半期連結会計期間比10.7％

減少）、営業利益は1,054百万円（前年同四半期連結会計期間、営業利益16百万円）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金、未成工事支出金等の増加はあったもの

の、受取手形・完成工事未収入金等の減少により、前連結会計年度末に比べ6,591百万円減少し、66,375百

万円となりました。

また負債につきましては、未成工事受入金は増加いたしましたが、支払手形・工事未払金等の減少、短

期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ6,479百万円減少し、50,936百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の減少が主な要因で、前連結会計年度末に比べ111百万円減少し、15,438百万円と

なりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、10,439百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローでは、未成工事受入金は増加したものの、未成工事支出金の増加及

び仕入債務の減少等により1,309百万円の支出（前年同四半期連結会計期間、2,255百万円の支出）とな

りました。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出等により344百万円の支出

（前年同四半期連結会計期間、856百万円の収入）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、社債の発行等により、564百万円の収入(前年同四半期連結会

計期間、257百万円の支出）となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は57百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 191,042,000

計 191,042,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 52,200,239同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 52,200,239同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 52,200 ― 7,584 ― 5,619
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 2,578 4.93

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３－１－１ 2,407 4.61

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 2,255 4.31

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,072 3.96

東亜道路従業員持株会 東京都港区六本木７－３－７ 1,748 3.34

東亜道路取引先持株会 東京都港区六本木７－３－７ 1,443 2.76

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 1,200 2.29

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町１－３－２ 989 1.89

若葉建設株式会社 仙台市若林区卸町東５－２－23 870 1.66

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 798 1.52

計 ― 16,361 31.34

(注)１　当社は自己株式を 1,400,893株所有し、その発行済株式総数に対する割合は2.68％であります。

　　２　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　2,578千株

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　798千株

　

EDINET提出書類

東亜道路工業株式会社(E00066)

四半期報告書

12/37



(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

1,400,000
― ―

(相互保有株式)
普通株式

2,242,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

47,840,000
47,840 ―

単元未満株式
普通株式

718,239
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 52,200,239― ―

総株主の議決権 ― 47,840 ―

(注) １　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式893株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ1,000

株(議決権1個)及び200株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜道路工業株式会社

東京都港区六本木7-3-7 1,400,000 ― 1,400,0002.68

(相互保有株式)
若葉建設株式会社

宮城県仙台市若林区卸町東
5-2-23

870,000 ― 870,000 1.66

(相互保有株式)
富士建設株式会社

北海道室蘭市中央町3-5-13
明治生命ビル

664,000 ― 664,000 1.27

(相互保有株式)
株式会社梅津組

山形県長井市緑町9-75 408,000 ― 408,000 0.78

(相互保有株式)
株式会社
東亜利根ボーリング

東京都港区六本木7-3-7 300,000 ― 300,000 0.57

計 ― 3,642,000 ― 3,642,0006.97

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 202 234 243 211 190 173

最低(円) 126 182 207 151 172 141

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※1
 10,499

※1
 7,606

受取手形・完成工事未収入金等 ※3
 13,822

※3
 32,043

未成工事支出金 ※6
 15,251 6,909

販売用不動産 192 247

商品及び製品 1,348 1,078

仕掛品 317 296

材料貯蔵品 489 449

繰延税金資産 430 426

その他 2,528 2,749

貸倒引当金 △435 △555

流動資産合計 44,445 51,251

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※4
 2,990

※4
 3,072

機械・運搬具（純額） ※4
 2,239

※4
 2,345

土地 12,938 12,944

リース資産（純額） ※4
 50

※4
 3

建設仮勘定 0 －

その他（純額） ※4
 155

※4
 151

有形固定資産合計 18,374 18,517

無形固定資産 182 171

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,015

※1
 873

長期貸付金 1,573 1,619

繰延税金資産 449 472

その他 1,702 1,417

貸倒引当金 △1,367 △1,356

投資その他の資産合計 3,373 3,026

固定資産合計 21,930 21,714

資産合計 66,375 72,966

EDINET提出書類

東亜道路工業株式会社(E00066)

四半期報告書

16/37



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 16,804 25,355

短期借入金 ※1
 13,402

※1
 16,858

1年内償還予定の社債 301 34

未払法人税等 167 185

未成工事受入金 7,785 4,463

完成工事補償引当金 87 92

工事損失引当金 ※6
 346 201

リース資産減損勘定 22 22

その他 2,038 1,677

流動負債合計 40,955 48,890

固定負債

社債 547 32

長期借入金 6,364 5,310

繰延税金負債 136 112

再評価に係る繰延税金負債 1,495 1,495

退職給付引当金 712 594

債務保証損失引当金 57 75

負ののれん ※5
 80

※5
 159

長期リース資産減損勘定 168 179

その他 419 567

固定負債合計 9,981 8,525

負債合計 50,936 57,416

純資産の部

株主資本

資本金 7,584 7,584

資本剰余金 6,907 6,908

利益剰余金 1,380 1,658

自己株式 △875 △915

株主資本合計 14,997 15,236

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 89 4

土地再評価差額金 148 148

評価・換算差額等合計 238 153

少数株主持分 202 160

純資産合計 15,438 15,550

負債純資産合計 66,375 72,966
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 33,736 30,441

売上原価 32,404 27,007

売上総利益 1,331 3,434

販売費及び一般管理費 ※1
 3,730

※1
 3,225

営業利益又は営業損失（△） △2,398 208

営業外収益

受取利息 24 17

受取配当金 23 15

負ののれん償却額 81 81

持分法による投資利益 － 0

その他 48 60

営業外収益合計 178 177

営業外費用

支払利息 283 230

持分法による投資損失 1 －

その他 127 110

営業外費用合計 413 341

経常利益又は経常損失（△） △2,632 44

特別利益

固定資産売却益 838 8

債務保証損失引当金戻入額 50 18

貸倒引当金戻入額 － 29

その他 12 9

特別利益合計 901 65

特別損失

固定資産売却損 24 0

固定資産除却損 4 10

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 390 1

貸倒引当金繰入額 509 －

損害賠償金 － 60

その他 39 0

特別損失合計 969 72

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,700 37

法人税、住民税及び事業税 ※3
 △1,025

※3
 128

法人税等合計 △1,025 128

少数株主利益又は少数株主損失（△） △14 41

四半期純損失（△） △1,660 △132
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 23,056 18,032

売上原価 21,586 15,774

売上総利益 1,470 2,258

販売費及び一般管理費 ※1
 1,916

※1
 1,544

営業利益又は営業損失（△） △446 714

営業外収益

受取利息 12 9

受取配当金 16 8

負ののれん償却額 40 40

持分法による投資利益 － 1

その他 24 22

営業外収益合計 94 82

営業外費用

支払利息 145 114

持分法による投資損失 1 －

その他 69 65

営業外費用合計 216 180

経常利益又は経常損失（△） △568 615

特別利益

固定資産売却益 831 3

債務保証損失引当金戻入額 25 18

貸倒引当金戻入額 1 7

その他 12 9

特別利益合計 870 39

特別損失

固定資産売却損 8 0

固定資産除却損 2 4

投資有価証券評価損 223 －

貸倒引当金繰入額 123 －

損害賠償金 － 56

その他 31 0

特別損失合計 389 61

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△87 593

法人税、住民税及び事業税 ※3
 △18

※3
 245

法人税等合計 △18 245

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 21

四半期純利益又は四半期純損失（△） △61 326
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△2,700 37

減価償却費 716 602

負ののれん償却額 △81 △81

のれん償却額 5 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 570 △108

工事損失引当金の増減額（△は減少） 328 144

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △50 △18

退職給付引当金の増減額（△は減少） 112 117

有形固定資産除却損 4 10

投資有価証券評価損益（△は益） 390 1

受取利息及び受取配当金 △48 △33

支払利息 283 230

持分法による投資損益（△は益） 1 △0

有形固定資産売却損益（△は益） △814 △8

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

売上債権の増減額（△は増加） 18,988 18,220

未成工事支出金の増減額（△は増加） △7,676 △8,342

たな卸資産の増減額（△は増加） △481 △275

仕入債務の増減額（△は減少） △9,653 △8,550

未払消費税等の増減額（△は減少） △572 △559

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,558 3,322

その他 217 671

小計 4,097 5,404

利息及び配当金の受取額 48 33

利息の支払額 △277 △232

法人税等の支払額 625 △153

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,493 5,051

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △300 △444

有形固定資産の売却による収入 1,075 48

投資有価証券の取得による支出 △22 △2

投資有価証券の売却による収入 10 －

子会社株式の取得による支出 △8 △20

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

9 －

貸付けによる支出 △495 △237

貸付金の回収による収入 543 277

定期預金の払戻による収入 8 －

その他 △52 △48

投資活動によるキャッシュ・フロー 767 △428
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,731 △3,416

長期借入れによる収入 2,500 2,550

長期借入金の返済による支出 △1,822 △1,535

社債の発行による収入 － 800

社債の償還による支出 △17 △17

自己株式の売却による収入 45 40

自己株式の取得による支出 △4 △1

配当金の支払額 △144 △145

その他 － △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,174 △1,730

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,087 2,892

現金及び現金同等物の期首残高 7,324 7,546

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 10,411

※１
 10,439
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来工事完成基準を適用
しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15
号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を第１四半期連結
会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約か
ら、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実
性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積り
は原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用してお
ります。
　これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は480百万円増加し、
営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ14百万
円増加しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっており

ます。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

４  連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

　当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内

で当該差異の調整を行わないで債権と債務を相殺消去しております。

連結会社相互間の取引の相殺消去

　取引金額で差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親

会社の金額に合わせる方法により相殺消去しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

下記の定期預金を海外工事の前払保証・瑕疵担保

保証(総額31百万円)の担保に、投資有価証券を貸

株による短期借入金(152百万円)の担保に供して

おります。　

　現金預金(定期預金) 60百万円

　投資有価証券 175　〃

　　　計 235百万円

　２　連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し債務保証を行っております。

　興亜建設工業㈱ 194百万円

　㈱ＩＷＤ 180　〃

　その他 34　〃

　従業員 26　〃

　　　計 434百万円

※３　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　  23百万円

※４　減価償却累計額

　建物・構築物 7,656百万円

　機械装置・運搬具 18,152　〃

　リース資産 5　〃

　その他 1,580　〃

　　　計 27,395百万円

※５　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。　

　のれん 2百万円

　負ののれん 82　〃

　　　差引 80百万円

※６　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契

約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金

に対応する額は332百万円であります。

 

※１　担保資産及び担保付債務

下記の定期預金を海外工事の前払保証・瑕疵担保

保証(総額31百万円)の担保に、投資有価証券を貸

株による短期借入金(124百万円)の担保に供して

おります。　

　現金預金(定期預金) 60百万円

　投資有価証券 161　〃

　　　計 221百万円

　２　連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し債務保証を行っております。

　㈱ＩＷＤ 210百万円

　興亜建設工業㈱ 204　〃

　その他２社 37　〃

　従業員 32　〃

　　　計 484百万円

※３　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　 121百万円

※４　減価償却累計額

　建物・構築物 7,552百万円

　機械装置・運搬具 17,857　〃

　その他 1,566　〃

　　　計 26,976百万円

　 　

※５　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。　

　のれん 5百万円

　負ののれん 164　〃

　　　差引 159百万円

　　　　　　　　　―――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

　　　額は、次のとおりであります。

　従業員給料手当 1,473百万円

　貸倒引当金繰入額 321　〃

　退職給付費用 137　〃

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建

　　　設事業において、契約により工事の完成引渡し

　　　が第４四半期連結会計期間に集中しているため

　　　第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会

　　　計期間における売上高に比べ、第４四半期連結

　　　会計期間の売上高が著しく多くなるといった季

　　　節的変動があります。

※３　法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業

　　　税」に含めて表示しております。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

　　　額は、次のとおりであります。

　従業員給料手当 1,388百万円

　退職給付費用 147　〃

　 　

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建

　　　設事業において、契約により工事の完成引渡し

　　　が第４四半期連結会計期間に集中しているため

　　　第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会

　　　計期間における売上高に比べ、第４四半期連結

　　　会計期間の売上高が著しく多くなるといった季

　　　節的変動があります。

※３　法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業

　　　税」に含めて表示しております。

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
 至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

　　　額は、次のとおりであります。

　従業員給料手当 727百万円

　貸倒引当金繰入額 267　〃

　退職給付費用 87　〃

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建

　　　設事業において、契約により工事の完成引渡し

　　　が第４四半期連結会計期間に集中しているため

　　　第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会

　　　計期間における売上高に比べ、第４四半期連結

　　　会計期間の売上高が著しく多くなるといった季

　　　節的変動があります。

※３　法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業

　　　税」に含めて表示しております。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

　　　額は、次のとおりであります。

　従業員給料手当 682百万円

　退職給付費用 72　〃

　 　

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建

　　　設事業において、契約により工事の完成引渡し

　　　が第４四半期連結会計期間に集中しているため

　　　第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会

　　　計期間における売上高に比べ、第４四半期連結

　　　会計期間の売上高が著しく多くなるといった季

　　　節的変動があります。

※３　法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業

　　　税」に含めて表示しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

　結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

　関係

　現金預金勘定 10,471百万円

　預入期間が３か月超の定期預金 △60　〃

　現金及び現金同等物 10,411百万円
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

　結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

　関係

　現金預金勘定 10,499百万円

　預入期間が３か月超の定期預金 △60　〃

　現金及び現金同等物 10,439百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 52,200,239

　

２.　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,642,893

　

３.　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４.　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 152 3 平成21年3月31日 平成21年6月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５.　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
建設事業
(百万円)

製造販売・
環境事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

14,557 8,498 23,056 ― 23,056

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

11 261 273 (273) ―

計 14,569 8,760 23,330 (273) 23,056

営業利益又は営業損失(△) △164 16 △148 (298) △446

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
建設事業
(百万円)

製造販売・
環境事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,446 7,586 18,032 ― 18,032

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9 179 188 (188) ―

計 10,455 7,765 18,221 (188) 18,032

営業利益又は営業損失(△) △30 1,054 1,024 (310) 714
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
建設事業
(百万円)

製造販売・
環境事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

18,608 15,128 33,736 ― 33,736

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

24 435 459 (459) ―

計 18,632 15,563 34,196 (459) 33,736

営業損失 1,299 389 1,688 (709) 2,398

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
建設事業
(百万円)

製造販売・
環境事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,788 13,652 30,441 ― 30,441

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

24 323 347 (347) ―

計 16,813 13,975 30,789 (347) 30,441

営業利益又は営業損失(△) △414 1,303 889 (680) 208

　

(注)　１　事業区分の方法

　　日本標準産業分類及び内部管理上採用している区分を勘案しております。

２　各事業区分に属する主な内容

　　建設事業…………………舗装、土木その他建設工事全般に関する事項

　　製造販売・環境事業等…アスファルト合材、アスファルト乳剤、その他建設用材料の製造販売・環境

　　　　　　　　　　　　　事業等の事業　

３　(会計処理基準等の変更）

「当第２四半期連結累計期間」

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」等を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べて、当第２四半期連結累計期間の建設事業の売上高が480百万円増加し、営業損失が14百万円減少して

おります。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自平成20年７月１日  至平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間

(自平成21年７月１日　至平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至

平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至平成21年９月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自平成20年７月１日  至平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間

(自平成21年７月１日　至平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至

平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至平成21年９月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 313.77円
　

　 　

　 318.01円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 15,438 15,550

普通株式に係る純資産額(百万円) 15,235 15,389

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 202 160

普通株式の発行済株式数(千株) 52,200 52,200

普通株式の自己株式数(千株) 3,642 3,807

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 48,557 48,392

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 34.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

１株当たり四半期純損失金額 2.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 1,660 132

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,660 132

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,360 48,509
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △1.27円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

１株当たり四半期純利益金額 6.72円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　―　円
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結会計期間においては、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結会計期間におい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額(△)算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は
四半期純損失(△)(百万円)

△61 326

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期損失(△)(百万円)

△61 326

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,412 48,559
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月６日

東亜道路工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　大 田 原  吉 　隆 　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　福   本   千   人 　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

道路工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜道路工業株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会社

が別途保管しております。

※　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月９日

東亜道路工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　大 田 原  吉 　隆 　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　福   本   千   人 　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

道路工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜道路工業株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より請負工事に係る収益の計上基準について、「工事契約に関する会計基準」及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

※　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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